
調査事業所の抽出方法（案） 
 

 

１．標本数の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 売上高（収入額）の得られな

い産業については、従業者数

で代替 

※ 悉皆層は、中分類ごとに「30

人以上」～「500人以上」のい

ずれかに設定される 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

悉皆層 

 

約0.4万事業所 

母集団 

約267万事業所 

抽出層の標本は 

 

約2.1万事業所 

従業者規模別にネイマン配分 

10人未満、10～29人、30～49人、50～99人、100～199人、200～299人、300～499人 

※500人以上は、産業に関係なく悉皆 

標本総数は、 

約2.5万 

各中分類ごとに、売上高（収入額）の 

標準誤差率が５％以下になるよう 

抽出層の標本数を決定 

各中分類ごとに、売上高（収入額）の 

標準誤差率が５％以下になるよう標本数を仮計算 

※従業者規模別にネイマン配分し、50%以上の標本が必要となる規模以上を悉皆層と設定 

各中分類ごとに、傘下の表章分類に 

ネイマン配分 

※ただし、各表章分類の標準誤差率が10％を超える場合は、標本を追加

資料１－２ 



 

２．標本抽出 

母集団の分布をみると、下図のように、10人未満が83.5％、10人以上が16.5％となっている

ことから、従業者規模に応じて、抽出方法を分けて考える。 

母集団数の分布
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標本数の分布
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●多段抽出法（集落抽出を活用） 

⇒数が多く、地点分散が小 

⇒調査員調査を基本 

●層化抽出法（事業所を直接抽出） 

⇒数が少なく、地点分散が大 

⇒郵送調査を基本 



 

① 10人以上（悉皆層含む） 

母集団約44万から、産業分類・従業者規模別に、1.6万標本を抽出・・・郵送調査を基本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 10人未満 

母集団約223万から、0.9万標本を抽出・・・調査員調査を基本 

⇒都市階級別に市区町村を抽出し（第１段）、当該市区町村から調査単位区を抽出し（第２段）、

当該調査単位区内から、産業分類別に事業所を抽出（第３段） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注＞ 

・ 規定数に満たない産業は、抽出市区町村内の他調査単位区から追加 
・ 10人未満の標本と同一調査単位区内にある10人以上の標本は、調査員調査に振り替え 

悉皆層 

 

約0.4万標本 

抽出層（10人以上） 

 

約1.2万標本 

抽出層（10人未満）

 

約0.9万標本 
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（抽出調査単位区版）
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